
第19期定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

　

　

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

（自 2020年１月１日 至 2020年12月31日）

　

株式会社エル・ティー・エス
　

　

　

　

　

上記事項は、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、当社ウェブサイ

ト（https://www.lt-s.jp/）に掲載することにより、株主の皆様に提供

しております。

　

　



連結注記表
1. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数 ５社

連結子会社の名称 株式会社アサインナビ

　 LTS ASIA CO., LIMITED

株式会社ワクト

　 株式会社イオトイジャパン

　 株式会社ソフテック

連結の範囲の変更

当連結会計年度から株式会社イオトイジャパン及び株式会社ソフテック

を連結の範囲に含めております。これは、株式会社イオトイジャパン及び

株式会社ソフテックの株式取得を行ったことにより、連結の範囲に含める

こととしたものであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社の数及び主要な関連会社の名称

すべての関連会社を持分法の範囲に含めております。

関連会社の数 １社

関連会社の名称 FPTコンサルティングジャパン株式会社

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

当連結会計年度において、株式会社ソフテックは、決算日を12月31日に変更

し、連結決算日と同一となっております。なお、みなし取得日を2020年12月31

日としており、当連結会計年度は貸借対照表のみを連結しております。

(4) 会計方針に関する事項

① 資産の評価基準及び評価方法

有価証券

・関係会社株式 移動平均法による原価法

・その他有価証券 移動平均法による原価法

たな卸資産

・仕掛品 個別法による原価法
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（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）

② 固定資産の減価償却の方法

(イ)　有形固定資産 建物附属設備及び工具器具備品 定率法

（ただし、2016年4月1日以降に取得した建物附属設備

については定額法）

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資

産については3年間で均等償却しております。

また、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備 3～18年

工具器具備品 3～15年

(ロ) 無形固定資産 定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（5年）に基づく定額法によっており

ます。

③ 引当金の計上基準

(イ) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(ロ) 賞与引当金

従業員に対して支出する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づ

き当連結会計年度に見合う分を計上しております。

(ハ) 役員賞与引当金

取締役に対して支出する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づ

き当連結会計年度に見合う分を計上しております。

(ニ) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末において従業員が

自己都合により退職した場合の要支給額を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法

一部の連結子会社において、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算

に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用

いた簡便法を適用しております。
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⑤ のれんの償却及び償却期間に関する事項

のれんの償却については、発生年度において実質的判断による償却期間の

見積りが可能なものはその見積もり年数で、その他については５年間で均

等償却（僅少な場合は一時償却）しております。

⑥ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

2. 追加情報

連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」

（令和２年法律第８号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグ

ループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目に

ついては、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の

適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱

いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延

税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

3. 連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 117,609千円

(2) コミットメントライン

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行とコミットメント

ライン契約を締結しております。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借

入未実行残高は次のとおりであります。

コミットメントラインの総額 200,000千円

借入実行残高 ―千円

差引借入未実行残高 200,000千円
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4. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度

期首株式数(株)

当連結会計年度

増加株式数(株)

当連結会計年度

減少株式数(株)

当連結会計年度

末株式数(株)

普通株式 4,151,100 46,300 ― 4,197,400

（変動事由の概要）

ストック・オプションの権利行使による増加 46,300株

(2) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを

除く。）の目的となる株式の種類及び数

普通株式 394,900株

(3) 自己株式の数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度

期首株式数(株)

当連結会計年度

増加株式数(株)

当連結会計年度

減少株式数(株)

当連結会計年度

末株式数(株)

普通株式 60,000 60,058 32,400 87,658

（変動事由の概要）

取締役会の決議に基づく自己株式の取得による増加 60,000株

単元未満株式の買取による増加 58株

譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少 32,400株
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5. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、事業運営上必要な資金（銀行借入及び社債発行）を調達

しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。

デリバティブ取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクにさらされて

おります。

営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。借入金は、主

に運転資金の調達を目的としたものであります。償還日は決算日後、最長

で５年後であり、金利の変動リスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

(イ) 信用リスク（契約先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、与信管理マニュアルに従い、営業債権について、財経部が取

引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高

を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握

や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の与信管理マ

ニュアルを参考に、取引相手先ごとの期日及び残高によって重要性を

判断し、管理を行っております。

(ロ) 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリス

ク）の管理

当社グループは、各部門からの報告に基づき、財経部が適時に資金繰

計画を作成・更新するとともに、手元流動性を連結売上高の２ヶ月分

相当に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合

には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定におい

ては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

2020年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものは含まれておりません（（注２）参照）。

連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

（1） 現金及び預金

（2） 電子記録債権

（3） 売掛金

（4） 買掛金

（5） 未払金

（6） 未払法人税等

（7） 長期借入金（※）

2,682,739

81,126

813,535

504,577

270,615

149,319

1,188,873

2,682,739

81,126

813,535

504,577

270,615

149,319

1,184,862

―

―

―

―

―

―

△4,010

（※）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

（注１）金融商品の時価の算定方法

(1) 現金及び預金、 (2) 電子記録債権、並びに (3) 売掛金

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(4) 買掛金、 (5) 未払金、並びに (6) 未払法人税等

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(7) 長期借入金

長期借入金については、変動金利によるものは、短期間で金利を見直している

ため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。固定金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場

合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計

上額

当連結会計年度

（2020年12月31日）

投資有価証券（※） 29,657千円

（※）投資有価証券については、市場性がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められるものであり、時価開示の対象としておりません。
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6. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 420円91銭

(2) １株当たり当期純利益 　 66円47銭

　

7. 退職給付に関する注記

(1)採用している退職給付制度の概要

一部の連結子会社において、退職一時金制度を採用しており、退職給付に係る

負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給

付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(2)退職給付に係る負債の期末残高 96,603千円
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8. 企業結合等に関する注記

（取得による企業結合）

株式会社イオトイジャパンの株式取得

(1) 企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 株式会社イオトイジャパン

事業の内容 IoTを活用したビジネスを新規に検討したい企業に、その

ニーズに合わせたソリューションを提供できる企業の紹

介

IoTを活用したビジネスの事業化のコンサルティング

ビジネスのPoCで溜まっている案件の事業化を推進する事

業リノベーション

②企業結合を行った主な理由

当社はこれまで、戦略から実行支援までのコンサルティングサービスを提

供しており、企業のデジタルトランスフォーメーションや新規事業開発・事

業再生等においても、ビジネスのニーズとそれを実現するテクノロジー活用

に向けた包括的なサービスを提供してまいりました。

一方、イオトイジャパンは、IoTのビジネス化検討初期段階に特化した、

IoTビジネスを実現したい「製品・サービス開発企業」とIoT初期検討に必要

な「技術・ソリューション提供会社」とが出会うオープンイノベーションの

“場”の提供を目的に2017年に設立され、事業領域は製造、流通、交通、医

療、など多岐にわたり様々な案件に対応したサービス提供実績を有していま

す。

2019年12月20日より当社とイオトイジャパンはIoTのビジネス化支援で業務

提携を進めてまいりましたが、マーケットからも大きな反応をいただき、ま

た具体的な取り組みを進める中で両社サービスの融合をより密な関係で推進

することが必要であるという判断から、この度の同社の株式取得に至りまし

た。

昨今ビジネスを取り巻く環境はめまぐるしく変化をしており、企業は顧客

の期待や市場の変化に素早く適応していくことを求められています。当社の

新規事業開発コンサルティングサービスにおいても「正確だが遅い判断から、

迅速で常に軌道修正する判断」の提供をミッションに拡大を続けております。

一方で、現在の新規事業開発においてはテクノロジーの活用が必須である中、

日々新しい技術や解釈、事例が発表され企業にとってどのような技術を採用
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するべきか、どの企業とパートナーを組むべきかなどの目利きが困難になっ

てきていることも事実です。

当社は企業の現在であるIT/業務の構築や運用、変革に深く関わってきてお

り、また先進テクノロジーへの深い理解を保有しています。イオトイジャパ

ンはテクノロジー企業の目利きと実現プロセスの支援に深い見識を保有して

います。この度の資本提携により、両社の強みとサービスを組み合わせるこ

とで、これまで以上に企業の新規事業企画から実行までの迅速性を高め、変

化の激しい時代に即したサービス提供の実現を目指してまいります。

③企業結合日

2020年１月31日

④企業結合の法的形式

株式取得

⑤結合後企業の名称

変更ありません。

⑥取得した議決権比率

75％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによります。

(2) 連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

2020年１月１日から2020年12月31日まで

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 60,000千円

取得原価 60,000千円

(4)主要な取得関連費用の内容及び金額

該当事項はありません。

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

21,037千円

②発生原因

今後の事業展開によって期待される超過収益力に関連して発生したものです。
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③償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 23,640千円

固定資産 1,348千円

資産合計 24,989千円

流動負債 13,040千円

固定負債 ―千円

負債合計 13,040千円
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株式会社ソフテックの株式取得

(1) 企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 株式会社ソフテック

事業の内容 コンピュータシステムの設計、開発

コンピュータシステムの保守、運用管理

業務支援サービス及び情報提供サービス

②企業結合を行った主な理由

当社は、「お客様の現場に入り込み、人に働きかけることで戦略の実行にコ

ミットする」をサービスポリシーとし、企業変革・働き方改革・デジタルト

ランスフォーメーションを支援しています。ビジネスプロセスマネジメント

と先端テクノロジーへの知見を通じて、自律・継続性を踏まえた実効性のあ

る変革支援サービスを提供しております。

株式会社ソフテック（以下、「ソフテック社」）は、「ITサービスを通じた、

お客様・社会への貢献と自らの成長」をミッションとし、1993年10月、静岡

県にて4名の創業メンバーによって設立されて以来25年以上にわたって、静岡

県及び首都圏のお客様の信頼に支えられ成長してきました。お客様企業のシ

ステム運用・保守全体をお任せいただくBPO事業を始めとして、システムの企

画・開発から運用・保守に至る領域でソリューションを展開しております。

近年、あらゆる企業・組織にとって、デジタルテクノロジーの活用は経営

課題となっておりますが、新型コロナウイルス感染症による社会変化は更に

課題の重要性、緊急性を高めています。このような背景の中、事業戦略策定

やプロセス再構築からテクノロジーやデータの活用に向けたビジネスサイド

のコンサルティング領域に強みを持つ当社への支援要請は益々増加しており

ます。

大手～中堅の製造業が多数集まるエリアでIT（テクノロジー）基盤のBPO及

び、システムの企画・開発から運用・保守を担うソフテック社を当社グルー

プに迎え入れることにより、当社が創業期から顧客基盤を持つ静岡・東海エ

リアでの事業拡大を進めるとともに、新型コロナウイルス感染症によって進

んでいるリモートワーク等の企業に必要なシステム整備・運用等のデジタル

トランスフォーメーション支援を強化します。

③企業結合日

2020年12月３日

④企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得
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⑤結合後企業の名称

変更ありません。

⑥取得した議決権比率

100％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価とした株式取得により、被取得企業の議決権を100％取得した

ためです。

(2) 連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

2020年12月31日をみなし取得日としており、当連結会計年度は貸借対照表のみ

連結しているため、被取得企業の業績は含まれておりません。

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 135,000千円

取得原価 135,000千円

(4)主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等 35,215千円

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

121,842千円

なお、のれんの金額は、当連結会計年度末においては、取得原価の配分が完了

していないため、暫定的に計算された金額であります。

②発生原因

今後の事業展開によって期待される超過収益力に関連して発生したものです。

③償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 196,905千円

固定資産 92,032千円

資産合計 288,938千円

流動負債 171,967千円

固定負債 105,036千円

負債合計 277,004千円
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(7) 企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度

の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

売上高 730,602千円

営業利益 67,394千円

（概算額の算定方法）

企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及

び損益情報と、取得企業の連結損益計算書における売上高及び損益情報との差

額を、影響の概算額としております。

なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

9. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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個別注記表
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

・関係会社株式 移動平均法による原価法

・その他有価証券 移動平均法による原価法

② たな卸資産

・仕掛品 個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 建物附属設備及び工具器具備品 定率法

（ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備に

ついては定額法）

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資産に

ついては、３年間で均等償却しております。

また、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備 ３～18年

工具器具備品 ３～15年

② 無形固定資産 定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

　

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対して支出する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当

事業年度に見合う分を計上しております。

③ 役員賞与引当金

取締役に対して支出する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当

事業年度に見合う分を計上しております。
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(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

② 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

2. 追加情報

連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）におい

て創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわ

せて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグ

ループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応

報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項

の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税

法の規定に基づいております。

3. 貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 100,085千円

(2) 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

　関係会社に対する金銭債権又は金銭債務が属する項目ごとの金額は、次のとお

りであります。

短期金銭債権 38,815千円

短期金銭債務 49,062千円
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4. 損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

　 営業取引による取引高

　売上高 86,171千円

　仕入高 164,965千円

営業取引以外の取引高 39,753千円

5. 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度

期首株式数(株)

当事業年度

増加株式数(株)

当事業年度

減少株式数(株)

当事業年度

末株式数(株)

普通株式 60,000 60,058 32,400 87,658

（変動事由の概要）

取締役会の決議に基づく自己株式の取得による増加 60,000株

単元未満株式の買取による増加 58株

譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少 32,400株

6. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 28,219千円

未払事業税 8,434千円

未払費用 9,579千円

敷金償却 2,961千円

投資有価証券評価損 107,889千円

子会社株式取得費用 20,885千円

その他 6,268千円

繰延税金資産小計 184,238千円

評価性引当額 126,021千円

繰延税金資産合計 58,217千円

7. リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移

転外ファイナンス・リース契約により使用しております。
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8. 関連当事者との取引に関する注記

（1）役員及び個人主要株主等

種類

会社等

の名称

または

氏名

議決権等の

所有

(被所有)

割合(％)

関連

当事者

との関係

取引の

内容

取引

金額

（千円）

科目

期末

残高

（千円）

役員 樺島 弘明 (被所有)

直接 13.8

間接 1.8

当社

代表取締役

社長

ストック・

オプション

の権利行使

(注２)

11,880 ― ―

役員 李 成一 (被所有)

直接 6.4

間接 1.9

当社

取締役

副社長

ストック・

オプション

の権利行使

(注２)

11,880 ― ―

(注) １．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等

2014年12月24日開催の臨時株主総会決議により、会社法第236条、第238条及び第239条
の規定に基づき付与された、ストック・オプションの当事業年度における権利行使を記
載しております。なお、「取引金額」欄は、当事業年度におけるストック・オプション
の権利行使による付与株式数に行使時の払込金額を乗じた金額を記載しております。

9. １株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 435円31銭

１株当たり当期純利益 68円31銭

　

10. 企業結合等に関する注記

企業結合の概要等につきましては、「連結注記表 8. 企業結合等に関する注

記」をご参照ください。

11. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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